
�愛媛県告示第９７号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号）第９条第１項の規定に基づき、特定希少野生動植物の

指定をしたいので、その指定の案を次のとおり告示する。

平成２１年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 指定の案

指定をしようとする
希少野生動植物の名
称（区分）

指 定 を し よ う と す る 理 由

カスミサンショウウ
オ（両生類）

生息地が限定されており、生息環境の悪化が顕
著に見られ、及び愛好家による高い捕獲圧があ
り、絶滅のおそれがあることから、特に保護を
図る必要がある。

ダルマガエル（両生
類）

生息地が限定されており、及び生息環境の悪化
が顕著に見られ、絶滅のおそれがあることから、
特に保護を図る必要がある。

ハッチョウトンボ
（昆虫類）

生息地が限定されており、生息環境の悪化が顕
著に見られ、及び愛好家による高い捕獲圧があ
り、絶滅のおそれがあることから、特に保護を
図る必要がある。

コガタノゲンゴロウ
（昆虫類）

生息地が限定されており、生息環境の悪化が顕
著に見られ、及び愛好家による高い捕獲圧があ
り、絶滅のおそれがあることから、特に保護を
図る必要がある。

ハマビシ（高等植物） 生育地が限定されており、及び生育環境の悪化
が顕著に見られ、絶滅のおそれがあることから、
特に保護を図る必要がある。

ミズスギナ（高等植
物）

生育地が限定されており、生育環境の悪化が顕
著に見られ、及び愛好家による高い採取圧があ
り、絶滅のおそれがあることから、特に保護を
図る必要がある。

トキワバイカツツジ
（高等植物）

生育地が限定されており、及び愛好家による高
い採取圧があり、絶滅のおそれがあること並び
に県の固有種であることから、特に保護を図る
必要がある。

サギソウ（高等植物） 生育地が限定されており、生育環境の悪化が顕
著に見られ、及び愛好家による高い採取圧があ
り、絶滅のおそれがあることから、特に保護を
図る必要がある。

クマガイソウ（高等
植物）

生育地が限定されており、及び愛好家による高
い採取圧があり、絶滅のおそれがあることから、
特に保護を図る必要がある。

フクジュソウ（高等
植物）

生育地が限定されており、生育環境の悪化が顕
著に見られ、及び愛好家による高い採取圧があ
り、絶滅のおそれがあることから、特に保護を
図る必要がある。

シコクカッコソウ
（高等植物）

生育地が限定されており、及び愛好家による採
取圧が高く、絶滅のおそれがあることから、特
に保護を図る必要がある。

ウンラン（高等植物）
生育地が限定されており、及び生育環境の悪化
が顕著に見られ、絶滅のおそれがあることから、
特に保護を図る必要がある。

チョウジガマズミ
（高等植物）

生育地が限定されており、及び愛好家による採
取圧が高く、絶滅のおそれがあることから、特
に保護を図る必要がある。

２ 意見書の提出等

� 意見書の提出

利害関係人は、告示の日から起算して１４日を経過する日まで

の間に、知事に指定の案についての意見書を提出することがで

きる。

� 意見書の提出先

愛媛県県民環境部環境局自然保護課

�������
�愛媛県告示第９８号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号。以下「条例」という。）第１９条第１項の規定により指

定しようとする特定希少野生動植物保護区は、次のとおりである。

なお、条例第１９条第４項に規定する事項は、愛媛県県民環境部環

境局自然保護課並びに各地方局総務企画部総務県民課及び支局総務

県民室において告示の日から起算して１４日を経過する日までの間公

衆の縦覧に供する。

平成２１年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 特定希少野生動植物保護区の名称

片上地区カスミサンショウウオ保護区

２ 指定の区域

今治市波方町樋口字大平乙２０６番１地先の区域（区域図省略）

３ 指定に係る特定希少野生動植物

カスミサンショウウオ

４ 指定の区域の保護に関する指針

� カスミサンショウウオの生息のために確保すべき条件

カスミサンショウウオは、今治市の一部にしか生息していな

い特定希少野生動植物である。

当該区域におけるカスミサンショウウオの生息のためには、

水量の確保及び水質の保全が必要である。

� 生息条件を維持するための環境管理の指針

カスミサンショウウオの生息条件である水量の確保及び水質

の保全のため、事業者及び県民は、当該区域のカスミサンショ

ウウオの保全に努めるとともに、各種行為が水量、水質など生

息環境に著しい影響を及ぼすことのないよう配慮するものとし、

次のとおり生息環境の適切な管理を行うものとする。

ア 工作物の設置は行わないこと。ただし、水路及び既存施設

の維持管理に必要な施設並びにカスミサンショウウオの保護

管理のための施設の設置については、この限りでない。

イ 現状の地形の維持を図るため、土地の形質の変更は行わな

いこと。ただし、水路及び既存施設の維持管理並びにカスミ

サンショウウオの保護管理のために必要な土地の形質の変更
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については、この限りでない。

ウ 現状の地形及び地質の維持を図るため、鉱物の採掘及び土

石の採取は行わないこと。ただし、あらかじめ知事に届け出

た学術研究目的であって、現存するカスミサンショウウオの

生息に支障を及ぼさない小規模な土石の採取については、こ

の限りでない。

エ 現状の地形の維持を図るため、水面の埋立ては行わないこ

と。

オ 生息条件の維持のため、カスミサンショウウオの繁殖期の

始めから幼生の水中生活が終わるまでの間は、水路の水位又

は水量に著しい増減を生じさせるような行為は行わないこと。

ただし、農林業を営むために必要な水位又は水量の増減並び

に災害に備えた水路及び既存施設の維持管理並びにカスミサ

ンショウウオの保護管理に必要な水位又は水量の増減につい

ては、この限りでない。

カ 当該区域内に生息し、又は生育する野生動植物以外の個体

であって、カスミサンショウウオの生息に影響を及ぼすおそ

れのある動植物を放ち、若しくは植栽し、又はその種をまく

行為は行わないこと。特に、カスミサンショウウオの生息を

阻害するおそれのあるミシシッピアカミミガメ及びアメリカ

ザリガニを放たないこと。

� 留意事項

�アただし書、イただし書、ウただし書及びオただし書に定
める行為を行うに当たっては、カスミサンショウウオの生息状

況に十分配慮し、当該行為によるカスミサンショウウオへの影

響を最小限に抑えるよう努めること。

５ 立入制限地区

立入制限地区は指定しない。

６ 意見書の提出等

� 意見書の提出

利害関係人は、告示の日から起算して１４日を経過する日まで

の間に、知事に当該指定の区域等の案についての意見書を提出

することができる。

� 意見書の提出先

愛媛県県民環境部環境局自然保護課
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�愛媛県告示第９９号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号。以下「条例」という。）第１９条第１項の規定により指

定しようとする特定希少野生動植物保護区は、次のとおりである。

なお、条例第１９条第４項に規定する事項は、愛媛県県民環境部環

境局自然保護課並びに各地方局総務企画部総務県民課及び支局総務

県民室において告示の日から起算して１４日を経過する日までの間公

衆の縦覧に供する。

平成２１年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 特定希少野生動植物保護区の名称

宅間地区カスミサンショウウオ保護区

２ 指定の区域

今治市宅間字ヨシヲシ乙２２７番２地内の区域（区域図省略）

３ 指定に係る特定希少野生動植物

カスミサンショウウオ

４ 指定の区域の保護に関する指針

� カスミサンショウウオの生息のために確保すべき条件

カスミサンショウウオは、今治市の一部にしか生息していな

い特定希少野生動植物である。

当該区域におけるカスミサンショウウオの生息のためには、

水量の確保及び水質の保全が必要である。

� 生息条件を維持するための環境管理の指針

カスミサンショウウオの生息条件である水量の確保及び水質

の保全のため、事業者及び県民は、当該区域のカスミサンショ

ウウオの保全に努めるとともに、各種行為が水量、水質など生

息環境に著しい影響を及ぼすことのないよう配慮するものとし、

次のとおり生息環境の適切な管理を行うものとする。

ア 工作物の設置は行わないこと。ただし、水路及び既存施設

の維持管理に必要な施設並びにカスミサンショウウオの保護

管理のための施設の設置については、この限りでない。

イ 現状の地形の維持を図るため、土地の形質の変更は行わな

いこと。ただし、水路及び既存施設の維持管理並びにカスミ

サンショウウオの保護管理のために必要な土地の形質の変更

については、この限りでない。

ウ 現状の地形及び地質の維持を図るため、鉱物の採掘及び土

石の採取は行わないこと。ただし、あらかじめ知事に届け出

た学術研究目的であって、現存するカスミサンショウウオの

生息に支障を及ぼさない小規模な土石の採取については、こ

の限りでない。

エ 現状の地形の維持を図るため、水面の埋立ては行わないこ

と。

オ 生息条件の維持のため、カスミサンショウウオの繁殖期の

始めから幼生の水中生活が終わるまでの間は、水路の水位又

は水量に著しい増減を生じさせるような行為は行わないこと。

ただし、農林業を営むために必要な水位又は水量の増減並び

に災害に備えた水路及び既存施設の維持管理並びにカスミサ

ンショウウオの保護管理に必要な水位又は水量の増減につい

ては、この限りでない。

カ 当該区域内に生息し、又は生育する野生動植物以外の個体

であって、カスミサンショウウオの生息に影響を及ぼすおそ

れのある動植物を放ち、若しくは植栽し、又はその種をまく

行為は行わないこと。特に、カスミサンショウウオの生息を

阻害するおそれのあるミシシッピアカミミガメ及びアメリカ

ザリガニを放たないこと。

� 留意事項

�アただし書、イただし書、ウただし書及びオただし書に定
める行為を行うに当たっては、カスミサンショウウオの生息状

況に十分配慮し、当該行為によるカスミサンショウウオへの影

響を最小限に抑えるよう努めること。

５ 立入制限地区

立入制限地区は指定しない。

６ 意見書の提出等

� 意見書の提出

利害関係人は、告示の日から起算して１４日を経過する日まで

の間に、知事に当該指定の区域等の案についての意見書を提出

することができる。

� 意見書の提出先

愛媛県県民環境部環境局自然保護課

愛 媛 県 報平成２１年１月２０日 第２０３２号
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�愛媛県告示第１００号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号。以下「条例」という。）第１９条第１項の規定により指

定しようとする特定希少野生動植物保護区は、次のとおりである。

なお、条例第１９条第４項に規定する事項は、愛媛県県民環境部環

境局自然保護課並びに各地方局総務企画部総務県民課及び支局総務

県民室において告示の日から起算して１４日を経過する日までの間公

衆の縦覧に供する。

平成２１年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 特定希少野生動植物保護区の名称

台地区ダルマガエル保護区

２ 指定の区域

今治市大三島町台５３０番３地内の区域（区域図省略）

３ 指定に係る特定希少野生動植物

ダルマガエル

４ 指定の区域の保護に関する指針

� ダルマガエルの生息のために確保すべき条件

ダルマガエルは、今治市の一部にしか生息していない特定希

少野生動植物である。

当該区域におけるダルマガエルの生息のためには、水量の確

保及び水質の保全が必要である。

� 生息条件を維持するための環境管理の指針

ダルマガエルの生息条件である水量の確保及び水質の保全の

ため、事業者及び県民は、当該区域のダルマガエルの保全に努

めるとともに、各種行為が水量、水質など生息環境に著しい影

響を及ぼすことのないよう配慮するものとし、次のとおり生息

環境の適切な管理を行うものとする。

ア 工作物の設置は行わないこと。ただし、水路及び既存施設

の維持管理に必要な施設並びにダルマガエルの保護管理のた

めの施設の設置については、この限りでない。

イ 現状の地形の維持を図るため、土地の形質の変更は行わな

いこと。ただし、水路及び既存施設の維持管理並びにダルマ

ガエルの保護管理のために必要な土地の形質の変更について

は、この限りでない。

ウ 現状の地形の維持を図るため、水面の埋立ては行わないこ

と。

エ 生息条件の維持のため、ダルマガエルの繁殖期の始めから

幼生の水中生活が終わるまでの間は、水路の水位又は水量に

著しい増減を生じさせるような行為は行わないこと。ただし、

農業を営むために必要な水位又は水量の増減並びに災害に備

えた水路及び既存施設の維持管理並びにダルマガエルの保護

管理に必要な水位又は水量の増減については、この限りでな

い。

オ 当該区域内に生息し、又は生育する野生動植物以外の個体

であって、ダルマガエルの生息に影響を及ぼすおそれのある

動植物を放ち、若しくは植栽し、又はその種をまく行為は行

わないこと。特に、ダルマガエルの生息を阻害するおそれの

あるミシシッピアカミミガメ及びアメリカザリガニを放たな

いこと。

� 留意事項

�アただし書、イただし書及びエただし書に定める行為を行
うに当たっては、ダルマガエルの生息状況に十分配慮し、当該

行為によるダルマガエルへの影響を最小限に抑えるよう努める

こと。

５ 立入制限地区

立入制限地区は指定しない。

６ 意見書の提出等

� 意見書の提出

利害関係人は、告示の日から起算して１４日を経過する日まで

の間に、知事に当該指定の区域等の案についての意見書を提出

することができる。

� 意見書の提出先

愛媛県県民環境部環境局自然保護課
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�愛媛県告示第１０１号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号。以下「条例」という。）第１９条第１項の規定により指

定しようとする特定希少野生動植物保護区は、次のとおりである。

なお、条例第１９条第４項に規定する事項は、愛媛県県民環境部環

境局自然保護課並びに各地方局総務企画部総務県民課及び支局総務

県民室において告示の日から起算して１４日を経過する日までの間公

衆の縦覧に供する。

平成２１年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 特定希少野生動植物保護区の名称

庄内地区ハッチョウトンボ保護区

２ 指定の区域

西条市旦之上乙１番１２地内の区域（区域図省略）

３ 指定に係る特定希少野生動植物

ハッチョウトンボ

４ 指定の区域の保護に関する指針

� ハッチョウトンボの生息のために確保すべき条件

ハッチョウトンボは、西条市の一部にしか生息していない特

定希少野生動植物である。

当該区域におけるハッチョウトンボの生息には、水量の確保

並びに水質及び植生の保全が必要である。

� 生息条件を維持するための環境管理の指針

ハッチョウトンボの生息条件である水量の確保並びに水質及

び植生の保全のため、事業者及び県民は、当該区域のハッチョ

ウトンボの保全に努めるとともに、各種行為が水量、水質など

生息環境に著しい影響を及ぼすことのないよう配慮するものと

し、次のとおり生息環境の適切な管理を行うものとする。

ア 工作物の設置は行わないこと。ただし、既存施設の維持管

理に必要な施設及びハッチョウトンボの保護管理のための施

設の設置については、この限りでない。

イ 現状の地形の維持を図るため、土地の形質の変更は行わな

いこと。ただし、既存施設の維持管理及びハッチョウトンボ

の保護管理のために必要な土地の形質の変更については、こ

の限りでない。

ウ 現状の地形及び地質の維持を図るため、鉱物の採掘及び土

石の採取は行わないこと。ただし、あらかじめ知事に届け出

た学術研究目的であって、現存するハッチョウトンボの生息

に支障を及ぼさない小規模な土石の採取については、この限

りでない。

エ 現状の地形の維持を図るため、水面の埋立ては行わないこ
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オ 生息条件の維持のため、湿地の水位又は水量に著しい増減

を生じさせるような行為は行わないこと。

カ 木竹の伐採は行わないこと。ただし、ハッチョウトンボの

生息に支障を及ぼしている木竹の除去については、この限り

でない。

キ 踏み付け等によりハッチョウトンボの生息に支障を及ぼす

おそれがあるため、車馬の乗り入れは行わないこと。

ク 当該区域内に生息し、又は生育する野生動植物以外の個体

であって、ハッチョウトンボの生息に影響を及ぼすおそれの

ある動植物を放ち、若しくは植栽し、又はその種をまく行為

は行わないこと。特に、ハッチョウトンボの幼虫を捕食する

アメリカザリガニを区域内に放たないこと。

ケ 殺虫剤及び除草剤は散布しないこと。

コ 火入れ及びたき火は行わないこと。

� 留意事項

�アただし書、イただし書、ウただし書及びカただし書に定
める行為を行うに当たっては、ハッチョウトンボの生息状況に

十分配慮し、当該行為によるハッチョウトンボへの影響を最小

限に抑えるよう努めること。

５ 立入制限地区

立入制限地区は指定しない。

６ 意見書の提出等

� 意見書の提出

利害関係人は、告示の日から起算して１４日を経過する日まで

の間に、知事に当該指定の区域等の案についての意見書を提出

することができる。

� 意見書の提出先

愛媛県県民環境部環境局自然保護課

�������
�愛媛県告示第１０２号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号。以下「条例」という。）第１９条第１項の規定により指

定しようとする特定希少野生動植物保護区は、次のとおりである。

なお、条例第１９条第４項に規定する事項は、愛媛県県民環境部環

境局自然保護課並びに各地方局総務企画部総務県民課及び支局総務

県民室において告示の日から起算して１４日を経過する日までの間公

衆の縦覧に供する。

平成２１年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 特定希少野生動植物保護区の名称

織田ヶ浜ハマビシ保護区

２ 指定の区域

今治市東村一丁目甲８５９番３０地先の区域（区域図省略）

３ 指定に係る特定希少野生動植物

ハマビシ

４ 指定の区域の保護に関する指針

� ハマビシの生育のために確保すべき条件

ハマビシは、今治市の一部にしか生育していない特定希少野

生動植物である。

当該区域におけるハマビシの生育には、砂浜の保全が必要で

ある。

� 生育条件を維持するための環境管理の指針

ハマビシの生育条件である砂浜の保全のため、事業者及び県

民は、当該区域のハマビシの保全に努めるとともに、各種行為

が地形、地質など生育環境に著しい影響を及ぼすことのないよ

う配慮するものとし、次のとおり生育環境の適切な管理を行う

ものとする。

ア 工作物の設置は行わないこと。ただし、ハマビシの保護管

理のための施設の設置については、この限りでない。

イ 現状の地形の維持を図るため、土地の形質の変更は行わな

いこと。ただし、ハマビシの保護管理のために必要な土地の

形質の変更については、この限りでない。

ウ 現状の地形及び地質の維持を図るため、鉱物の採掘及び土

石の採取は行わないこと。

エ 現状の地形の維持を図るため、水面の埋立て及び干拓は行

わないこと。

オ 踏み付け等によりハマビシの生育に支障を及ぼすおそれが

あるため、車馬の乗り入れは行わないこと。

カ 火入れ及びたき火は行わないこと。

� 留意事項

�アただし書及びイただし書に定める行為を行うに当たって
は、ハマビシの生育状況に十分配慮し、当該行為によるハマビ

シへの影響を最小限に抑えるよう努めること。

５ 立入制限地区

立入制限地区は指定しない。

６ 意見書の提出等

� 意見書の提出

利害関係人は、告示の日から起算して１４日を経過する日まで

の間に、知事に当該指定の区域等の案についての意見書を提出

することができる。

� 意見書の提出先

愛媛県県民環境部環境局自然保護課

�������
�愛媛県告示第１０３号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号。以下「条例」という。）第１９条第１項の規定により指

定しようとする特定希少野生動植物保護区は、次のとおりである。

なお、条例第１９条第４項に規定する事項は、愛媛県県民環境部環

境局自然保護課並びに各地方局総務企画部総務県民課及び支局総務

県民室において告示の日から起算して１４日を経過する日までの間公

衆の縦覧に供する。

平成２１年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 特定希少野生動植物保護区の名称

織田ヶ浜ウンラン保護区

２ 指定の区域

今治市東村三丁目甲５８２番地先の区域（区域図省略）

３ 指定に係る特定希少野生動植物

ウンラン

４ 指定の区域の保護に関する指針

� ウンランの生育のために確保すべき条件

ウンランは、今治市の一部にしか生育していない特定希少野

生動植物である。

当該区域におけるウンランの生育には、砂浜の保全が必要で

ある。
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� 生育条件を維持するための環境管理の指針

ウンランの生育条件である砂浜の保全のため、事業者及び県

民は、当該区域のウンランの保全に努めるとともに、各種行為

が地形、地質など生育環境に著しい影響を及ぼすことのないよ

う配慮するものとし、次のとおり生育環境の適切な管理を行う

ものとする。

ア 工作物の設置は行わないこと。ただし、ウンランの保護管

理のための施設の設置については、この限りでない。

イ 現状の地形の維持を図るため、土地の形質の変更は行わな

いこと。ただし、ウンランの保護管理のために必要な土地の

形質の変更については、この限りでない。

ウ 現状の地形及び地質の維持を図るため、鉱物の採掘及び土

石の採取は行わないこと。

エ 現状の地形の維持を図るため、水面の埋立て及び干拓は行

わないこと。

オ 踏み付け等によりウンランの生育に支障を及ぼすおそれが

あるため、車馬の乗り入れは行わないこと。

カ 火入れ及びたき火は行わないこと。

� 留意事項

�アただし書及びイただし書に定める行為を行うに当たって
は、ウンランの生育状況に十分配慮し、当該行為によるウンラ

ンへの影響を最小限に抑えるよう努めること。

５ 立入制限地区

立入制限地区は指定しない。

６ 意見書の提出等

� 意見書の提出

利害関係人は、告示の日から起算して１４日を経過する日まで

の間に、知事に当該指定の区域等の案についての意見書を提出

することができる。

� 意見書の提出先

愛媛県県民環境部環境局自然保護課

�������
�愛媛県告示第１０４号
県営畑地帯総合整備事業上立山地区の換地計画を定めたので、土

地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８９条の２第４項において準用

する同法第８７条第５項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に

供する。

平成２１年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

換地計画書

２ 縦覧期間

平成２１年１月２１日から平成２１年２月１８日まで

３ 縦覧場所

内子町役場本庁

�������
�愛媛県告示第１０５号
県営中山間地域総合整備事業佐田岬半島東地区（国木工区）の換

地計画を定めたので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８９条

の２第４項において準用する同法第８７条第５項の規定により、次の

とおり関係書類を縦覧に供する。

平成２１年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

換地計画書

２ 縦覧期間

平成２１年１月２１日から平成２１年２月１８日まで

３ 縦覧場所

八幡浜市役所本庁

�愛媛県告示第１０６号
愛媛県漁業近代化資金利子補給規程（昭和４４年１０月愛媛県告示第８８１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の規定は、平成２０年１２月１８日以降に利子補給承認される漁業近代化資金について適用し、同

日前に利子補給承認された漁業近代化資金については、なお従前の例による。

平成２１年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

漁業近代化資金の種類 利子補給率 漁業近代化資金の種類 利子補給率

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資
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１号から

第５号ま

で及び第

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

し付ける

場合

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

１号から

第５号ま

で及び第

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

し付ける

場合

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

１ 省略 １ 省略

２ 総トン数２０トン以

上の漁船の建造、取

得又は改造後の漁船

の総トン数が２０トン

以上である場合にお

けるその漁船の改造

に必要な資金

年１分５

毛

年８

厘５

毛

年１

分５

毛

年１

分５

毛

年８

厘５

毛

２ 総トン数２０トン以

上の漁船の建造、取

得又は改造後の漁船

の総トン数が２０トン

以上である場合にお

けるその漁船の改造

に必要な資金

年１分１

厘

年９

厘

年１

分１

厘

年１

分１

厘

年９

厘

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

売施設又は漁業用通

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年７

厘

年７

厘

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

売施設又は漁業用通

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年６

厘

年６

厘
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�愛媛県告示第１０７号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規定によ

り、次のように埋立てを免許した。

平成２１年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

伊方町

西宇和郡伊方町湊浦１９９３番地１

代表者 伊方町長 山下和彦

西宇和郡伊方町湊浦１００２番地２

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

西宇和郡伊方町二見乙１７９番３から同乙３４３番１までの地先

公有水面

イ 区域

次の１点から６点までを順次直線で結んだ線並びに６点と

１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋３．３０メー

トル）の陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（西宇和郡伊方町二見乙１３７番７地先の西防波堤上に

設置された金属鋲）は、北緯３３度２８分２７秒、東経１３２度１６分

３０秒の地点

１点は、基点から真北１５３度２１分１１秒１３４．３６メートルの地

点

２点は、１点から真北１９度３２分３６秒１５．３５メートルの地点

３点は、２点から真北１０９度３２分５１秒２０．００メートルの地

点

４点は、３点から真北１９度３２分４６秒３０．４０メートルの地点

５点は、４点から真北９５度３２分４６秒７０．００メートルの地点

６点は、５点から真北１７３度３２分２８秒６７．３０メートルの地

点

ウ 面積

６，１３０．６０平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

西宇和郡伊方町二見乙１７９番３から同乙３５３番１までの地

先公有水面及び陸域

イ 区域

次のＡ点からＭ点までを順次直線で結んだ線及びＭ点とＡ

点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（西宇和郡伊方町二見乙１３７番７地先の西防波堤上に

設置された金属鋲）は、北緯３３度２８分２７秒、東経１３２度１６分

３０秒の地点

Ａ点は、基点から真北１６１度４４分２５秒１４２．２８メートルの地

点

Ｂ点は、Ａ点から真北１９度３６分０４秒９６．７９メートルの地点

Ｃ点は、Ｂ点から真北８３度４０分３８秒１４１．２６メートルの地点

Ｄ点は、Ｃ点から真北１７３度３２分４８秒１１４．９１メートルの地

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

４～６ 省略 ４～６ 省略

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁船

船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

同上 年７

厘

年７

厘

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁船

船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

同上 年６

厘

年６

厘

８ 省略 ８ 省略
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点

Ｅ点は、Ｄ点から真北２５０度４１分００秒３７．０１メートルの地

点

Ｆ点は、Ｅ点から真北２４８度１２分５９秒１５．５３メートルの地

点

Ｇ点は、Ｆ点から真北２５７度３４分４６秒１４．９３メートルの地

点

Ｈ点は、Ｇ点から真北２６４度５５分１９秒１２．５３メートルの地

点

Ｉ点は、Ｈ点から真北２７１度２７分２７秒１７．８９メートルの地

点

Ｊ点は、Ｉ点から真北２７５度３５分０５秒２５．７１メートルの地

点

Ｋ点は、Ｊ点から真北２７６度２１分３７秒８．４７メートルの地点

Ｌ点は、Ｋ点から真北２９１度５２分４５秒２１．５１メートルの地

点

Ｍ点は、Ｌ点から真北３０８度０２分５５秒７．９３メートルの地点

ウ 面積

１９，７７７．５５平方メートル

３ 埋立地の用途

漁港施設用地 約４，１３０平方メートル

漁村再開発施設用地 約１，３００平方メートル

漁港環境整備施設用地 約 ７００平方メートル

合計 約６，１３０平方メートル

４ 埋立免許年月日

平成２１年１月９日

�������
�愛媛県告示第１０８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、伊予市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・堤地区）の施行に平成２０年１０月２７日同

意した。

平成２１年１月２０日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

�������
�愛媛県告示第１０９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、砥部町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・大南地区）の施行に平成２０年１０月２７日

同意した。

平成２１年１月２０日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要
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�愛媛県告示第１１０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、久万高原町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助

土地改良事業（かんがい排水）・菅生中通地区）の施行に平成２０年

１０月２７日同意した。

平成２１年１月２０日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要
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�愛媛県告示第１１１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、久万高原町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助

土地改良事業（かんがい排水）・直瀬蒔立地区）の施行に平成２０年

１０月３１日同意した。

平成２１年１月２０日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要
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�愛媛県告示第１１２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の３第１項の規定に

より、久万高原町から協議のあった土地改良事業（農地保全事業・

岩川地区）の計画の変更に平成２０年１０月２７日同意した。

平成２１年１月２０日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要
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�愛媛県告示第１１３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の３第１項の規定に

より、久万高原町から協議のあった土地改良事業（農業用道路整備

事業・日野浦地区）の計画の変更に平成２０年１０月３１日同意した。

平成２１年１月２０日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

�愛媛県告示第１１４号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２１年１月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（特－１７）第１６７０号 平成１８年
２月２０日 瀬戸建設㈱ 岡 善照 八幡浜市郷４－３７０－１０ 平成２０年

１２月５日

建築工事業
大工工事業
左官工事業
屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
鉄筋工事業
板金工事業
ガラス工事業
防水工事業
内装仕上工事業
熱絶縁工事業
建具工事業

建設業の廃止
（一部）
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（般－１８）第４７号 平成１８年
６月１６日 興徳建設㈲ 山口 咲美 宇和島市津島町上畑地甲

１５６３－１
平成２０年
１２月５日 土木工事業 建設業の廃止

（特－１８）第１７３１号 平成１８年
１０月２３日 ㈲三崎建設 福田 正弘 西宇和郡伊方町三崎１４６１ 平成２０年

１２月５日 管工事業 建設業の廃止
（一部）

（般・特－１９）第１３７２３号 平成１９年
６月５日 ㈱松野興産 山口 大樹 北宇和郡松野町大字松丸

３５８
平成２０年
１２月１９日

土木工事業
建築工事業
とび・土工工事業
管工事業
舗装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（特→般）

（特－１８）第３１５号 平成１８年
１１月２日 愛媛建設㈱ 坂本 信哉 北宇和郡鬼北町永野市２２

－１
平成２０年
１２月２２日 造園工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－１７）第１５８５６号 平成１７年
１１月３０日 ㈲高月建設 �月 誠二 宇和島市吉田町法花津２

－２６４
平成２０年
１２月２２日

土木工事業
管工事業
造園工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１７）第３８１号 平成１７年
７月８日 ㈱藤堂組 藤堂 光生 宇和島市津島町岩渕甲８３

８
平成２０年
１２月２６日 管工事業 建設業の廃止

（一部）

平成２１年１月２０日 発行
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